
（平成２２年１２月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 25 件

厚生年金関係 25 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認広島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

広島厚生年金 事案 1711 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 34万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1712 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 36万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 41万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、41万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1714 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 36万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 28万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1718 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 36万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、36万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 30万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1720 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 30万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1721 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 34万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1722 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1723 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1724 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 24万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1725 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 30万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1727 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1728 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 24万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1729 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人の申立事業所における資格喪失日に係る

記録を平成 10年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 10年５月 31日から同年６月１日まで 

平成 10年６月１日に、Ａ社からその承継会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）

に転籍した。転籍の際に、Ａ社による資格喪失日の届出誤りにより、同年５

月の厚生年金保険が未加入となっている。Ｂ社は、その誤りを認めているの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所は、当時の賃金台帳等の資料は保存されていないが、申立期間当

時、申立事業所に勤務していた従業員が保管している給与明細書により、平成

10 年６月の給与から申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことは

確認済みであるとしており、申立事業所が資格喪失届の手続の際、資格喪失日

を同年６月１日とすべきところを同年５月 31 日と誤った届出を行ったことを

認めている上、申立人の申立期間当時の同僚が所持する給与明細書により申立

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できることから、申立

人が申立事業所に継続して勤務し（平成10年６月１日にＡ社からＢ社へ転籍）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 10 年４月の標準報酬月額

から、32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

事業所は「事務担当者による資格喪失日の届出誤りにより、申立期間について

１か月の厚生年金保険の空白が発生した。」としている上、事業主が資格喪失



                      

  

日を平成 10 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年

５月分の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1731 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社Ｂ工場における申立人の被保険者記録のう

ち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 33 年２月１日）及び資格取得日（昭和

34年６月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 9,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 33年２月１日から 34年６月１日まで 

私は、昭和 31 年８月にＡ会社Ｂ工場に長期の臨時工として入社し、平成

６年９月 30 日に退職するまで一度も申立事業所を退職していないが、社会

保険庁（当時）の記録では、申立期間については厚生年金保険の加入記録が

欠落している。 

申立期間当時、私と同じ長期の臨時工で同工場に勤務していた同僚は、被

保険者期間に欠落は無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、オンライン記録により、申立事業所において昭和 32年９月１日 

 に厚生年金保険の資格を取得し、33 年２月１日に資格を喪失後、34 年６月１

日に申立事業所において再度資格を取得しており、33年２月１日から 34年６

月１日までの申立期間の被保険者記録は無い。 

   しかし、申立事業所の申立人に係る雇用保険被保険者記録は、資格取得日が

昭和 33年 10月 16日、離職日が平成６年９月 30日であることから、申立人は、

申立期間のうち、少なくとも昭和 33年 10月以降は申立事業所に勤務している

ことが確認できる。 

また、申立期間当時、申立人と同じく長期の臨時工として申立事業所のＣ課

に勤務していたとする同僚は、オンライン記録により申立事業所における厚生



                      

  

年金保険の被保険者期間に未加入期間は無いことが確認できる上、申立人が、

申立事業所に昭和 31 年８月ごろ入社し、平成６年９月ごろに退職するまでの

間、継続して勤務していたとしている。 

さらに、申立期間当時、オンライン記録により申立事業所において厚生年金

保険の被保険者記録が確認でき、申立事業所で社会保険事務に従事していた同

僚は、「申立人は、申立事業所に申立期間を含め、継続して勤務していた。当

時、昼夜を問わず連続操業しており、申立人のようなベテラン従業員を休職さ

せて業務に支障をきたすようなことはしないはずなので、申立人は、申立期間

当時勤務し、申立人の給与から厚生年金保険料を控除されていたと思う。」と

している。 

加えて、申立事業所は、申立期間当時の賃金台帳等の関係資料は無く当時の

状況は不明としながらも、「厚生年金保険の被保険者期間が有る従業員の被保

険者資格を勤務期間の途中で喪失させることは、考えられない。」としている。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る申立事業所におけ

る昭和 33 年１月及び 34 年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、9,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主が納付したことを確認できる資料や周辺事情は無いものの、事業

主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出されていないに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを記録するとは考え難いことから、事業

主は社会保険事務所の記録どおりの被保険者資格の喪失及び取得の届出を行

っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 33 年２月から 34

年５月までの保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1732 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立期間のうち、申立人が昭和 45 年２月４日に厚生年金保険の

被保険者資格を取得し、同年８月２日に同資格を喪失し、また、同年９月１日

に同資格を取得し、同年 11月 10日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事

務所(当時)に行ったことが認められることから、申立期間に係るＡ社における

厚生年金保険の被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 45 年２月から同年７月ま

では６万円、同年９月及び同年10月は７万2,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年１月から同年 12月１日まで 

    私は、昭和 45年 1月から同年 11月まで、Ｂ地Ｃ市にあるＤ社で勤務して

いた。仕事の内容は鋳物製造で、兄と同時期に入社した。兄は３か月ほどで

辞め、私も申立期間の途中で一か月ほど田舎に帰っていたが、申立期間が未

加入となっているのは納得いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、Ｄ社に勤務していたとしているところ、Ａ社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同姓同名で生年月日

が相違し、基礎年金番号に統合されていない厚生年金保険被保険者記録（昭和

45 年２月４日資格取得、同年８月２日資格喪失及び同年９月１日資格取得、

同年 11月 10日資格喪失）が確認できる上、当該被保険者記録の記号番号は申

立人の兄と連番で付番されていることから、兄と同時期に入社したとする申立

人の申立内容とも一致する。 

また、申立人は、兄と同時期に入社し、当該兄は３か月ほどで辞めたとして

いるところ、申立人の兄のオンライン記録を見ると、Ａ社において昭和 45 年

２月４日から同年５月 15 日までの厚生年金保険の記録が確認でき、申立内容

とも一致する。 

これらを総合的に判断すると、前述の同姓同名の被保険者記録は、申立人の



                      

  

記録であると認められ、Ａ社において、申立人が昭和 45 年２月４日に厚生年

金保険の被保険者資格を取得し、同年８月２日に同資格を喪失し、また、同年

９月１日に同資格を取得し、同年 11月 10日に同資格を喪失した旨の届出を事

業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、前記のＡ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿の記録から、昭和 45年２月から同年７月までは６万円、

同年９月及び同年 10月は７万 2,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 45年 1月、同年８月及び同年 11月については

社会保険事務所の記録から、厚生年金保険の被保険者期間ではないことが確認

できる上、事業主による厚生年金保険料の給与からの控除をうかがわせる元同

僚の供述も無く、このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺

事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間のうち、昭和 45年１月、同年８月及び同年 11月については、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

広島厚生年金 事案 1735 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 56年４月 30日に訂正し、56年４月の標準報酬月額を 13万 4,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 56年４月 30日から同年５月１日まで 

私は、昭和 52年にＢ社に入社して以来、現在まで継続して勤務し、毎月、

厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、56 年４月末に同社から

Ａ社に出向した時の１か月が厚生年金保険に未加入となっており、納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された在籍証明書及びＡ社から提出された給与支払明細書に

より、申立人が申立期間において申立事業所に継続して勤務し（昭和 56 年４

月 30日にＢ社からＡ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 56

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から 13 万 4,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立期間の申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人がＢ社からＡ社に出向した際、資格取得日をＢ社で被

保険者資格を喪失した昭和 56年４月 30日として届け出るべきところ、誤って

同年５月１日と届け出したとしており、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1736 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 58年３月 31日に訂正し、58年３月の標準報酬月額を 14万 2,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 58年３月 31日から同年４月１日まで 

私は、昭和 54年にＢ社に入社して以来、現在まで継続して勤務し、毎月、

厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、58 年３月末に同社から

Ａ社に出向した時の１か月が厚生年金保険に未加入となっており、納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された在籍証明書及びＡ社から提出された給与支払明細書に

より、申立人が申立期間において申立事業所に継続して勤務し（昭和 58 年３

月 31日にＢ社からＡ社に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から 14 万 2,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立期間の申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人がＢ社からＡ社に出向した際、資格取得日をＢ社で被

保険者資格を喪失した昭和 58年３月 31日として届け出るべきところ、誤って

同年４月１日と届け出したとしており、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

広島厚生年金 事案 1737 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（30万円）であったと認められることから、申立期間の標準

報酬月額に係る記録を 30万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 43年生   

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 18年９月１日から 19年９月１日まで 

私はＡ社に勤務し、申立期間に 29 万円の給与を支給されていたにもかか

わらず、標準報酬月額が 28万円と記録されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所から提出された賃金台帳及び平成 18 年９月適用の健康保険厚生

年金保険被保険者報酬月額算定基礎届により、申立人の申立期間における報酬

月額は 29万円（当該報酬月額に基づく標準報酬月額は 30万円）であったこと

が確認できる。 

また、申立人が加入していたＢ厚生年金基金によると、申立期間における同

基金の標準報酬月額は 30万円と記録されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主が正しい届出を行ったにもかかわらず、

社会保険事務所が標準報酬月額の決定に係る事務処理を誤ったことが認めら

れる。 

なお、平成 18年９月から 19年８月までの標準報酬月額については、上記の

健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届から、30万円とすることが

妥当である。 

 



広島国民年金 事案 1036 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年２月から 60年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 39年生 

    住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   ：  昭和 59年２月から 60年３月まで 

    私が病気で入院中であった昭和 59年＊月に、父親がＡ町（現在は、Ｂ市）

役場で国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料は、同町役場

から郵送された納付書により、父親又は母親が毎月１回、銀行又は同町役場

で納付していたと思う。 

Ｂ市で国民年金の第３号被保険者の手続を行った平成５年 12 月末ごろに

新たな年金手帳を受領した際、申立期間に係る年金手帳と保険料の領収書は

処分された。 

    申立期間の記録が未納とされていることに納得できないので、記録を訂正 

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20歳になった昭和 59年＊月ごろに申立人の父親が国民年金の加

入手続を行い、申立人の父親又は母親が国民年金保険料を納付していたとして

いるが、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の第３号被保険者の資格取得

に係る社会保険事務所（当時）の処理日等により、61 年７月から９月ごろに

払い出されていることが確認でき、申立人は、国民年金の被保険者資格を 59

年＊月＊日にさかのぼって取得したものと推定できることから、当該時点まで

は申立期間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはで

きない。 

また、申立人の国民年金保険料を納付したとする申立人の父親は、申立期間

に係る１か月当たりの国民年金保険料について「はっきりとは覚えていないが

7,000円から 8,000円だったと思う。」としており、申立期間の保険料額とは

相違する上、当該金額は、オンライン記録により保険料が納付済みとされてい



る昭和 61 年度から平成元年度までの１か月当たりの保険料額とおおむね一致

することから、同人は、申立期間の保険料納付と国民年金手帳記号番号が払い

出された時点以降の保険料納付済期間との記憶を混同していることも考えら

れる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号の払い出し時点では、申立期間の保

険料は過年度納付となることから、Ａ町において納付することは制度上できな

い上、昭和 59年２月及び３月分の保険料については、時効により納付できず、

仮に申立期間に係る保険料を納付する場合、さかのぼっての納付となるため申

立人及び申立人の父親が主張する「毎月１回その月分の保険料を納付した。」

とする納付頻度となるとは考え難く、申立期間に係る別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続について、「父親が

Ａ町役場で手続を行ったと思う。」としているところ、申立人の父親は、「私

は手続を行っておらず、娘（申立人）が婚姻後に手続を行ったと思う。」とし

ており両者の記憶は一致せず、また、申立期間当時に交付されたとする年金手

帳の色について、申立人及びその父親は、「青色であったと思う。」としてお

り、当時の年金手帳の色であるオレンジ色とは相違する。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



広島厚生年金 事案 1733  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準賞与額に係る記録の訂正を

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日  ： 昭和 57年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 15年 12月 12日 

私は、平成 15年 12月１日付けでＡ社からＢ社へ移籍した。両社はグルー

プ会社であり、辞令は無いが、仕事内容は変わっていない。同年同月 12 日

にＡ社から冬期の賞与が支給され、厚生年金保険料が控除されているが、年

金記録に反映されていない。調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 15 年冬期賞与支給明細書により、申立人は、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが確

認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人は、平成 15年 12月１日に

Ａ社での厚生年金保険の被保険者資格を喪失していることが確認でき、また、

同社も申立人が同日付けでＢ社へ移籍していることを認めている。 

また、厚生年金保険法第 19条第１項において、「被保険者期間を計算する場

合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失

した月の前月までをこれに算入する。」とされており、同法第 81条第２項にお

いて、「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる各月につき、徴収するも

のとする。」とされている。 

これらを総合的に判断すると、平成 15年 12月は、申立人はＡ社での厚生年

金保険の被保険者とはならない月であり、当該月に支給された賞与については、

保険料の徴収の対象とはならないことから、申立人の申立期間における厚生年

金保険の標準賞与額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 1734 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 52年４月１日から同年６月 15日まで 

             ② 昭和 52年 12月１日から 55年５月１日まで 

             ③ 昭和 55年 12月１日から 60年１月８日まで 

私は、Ａ社に勤務し、昭和 52年１月ごろから昭和 60年 12月ごろまでの

間、ＢからＣ、Ｄ、Ｅ、再びＣと転勤した。正確な時期は覚えていないが、

Ｄ勤務時にはＥ支店の開設業務に従事し、開設後は同支店長を任された。Ｄ

での勤務期間のうち 40 日間ぐらいと最後に勤務したＣでの勤務期間のうち

２年間ぐらいを除いては、支店長として働いていた。当時は、支店長も完全

歩合制の社員であり、支店の総売上高の何パーセントかの給料制で、その給

料から厚生年金保険料が控除されていたはずである。申立期間が厚生年金保

険に未加入となっているのは納得がいかないので、調査の上記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間も申立事業所に継続して勤務していたとするところ、申

立事業所における申立人の厚生年金保険の加入記録は雇用保険の加入記録と

一致している上、申立期間当時の同僚 18人に照会したところ 14人から回答が

あり、うち８人は申立人を知っていると回答しているものの、申立人の勤務期

間については明確な回答が得られないことから、申立人が申立期間当時、申立

事業所に勤務していたことが確認できない。 

また、オンライン記録により、申立人は、申立期間において厚生年金保険に

加入していない期間は国民年金に加入し、保険料を納付していることが確認で

きるところ、Ｄ支店長の申立人の前任者であったとする者は、「一時期は、課

長、支店長、事業部長に昇格すると、本社採用の正社員として採用され、厚生

年金保険に加入していたが、この取扱いが廃止された後は、昇格の待遇は給与



に反映するが厚生年金保険には加入しない取扱いとなった。このため、該当者

は国民年金に加入する必要があったと思う。」としている上、オンライン記録

により、申立人と同様に厚生年金保険の未加入期間があり、当該期間は国民年

金に加入していることが確認できる別の同僚は、「支店長は厚生年金保険に加

入できたはずだが、支店長に昇格できても本社に能力を認められなかったり、

降格した場合は厚生年金保険には加入できなかったので、国民年金に加入する

必要があった。」としていることを踏まえると、申立事業所では、支店長につ

いては、必ずしも全員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがわ

れる。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立人が厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



広島厚生年金 事案 1738 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 49年 11月１日から 50年７月１日まで 

    私は、Ａ社が経営していたＢ店で働いていたが、申立期間の厚生年金保険

の加入記録が無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社において、申立期間当時、経理事務を担当していた社員及び申立事業所

のパート社員の供述から、期間は特定できないものの、申立人が申立事業所に

勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、申立人が記憶するＢ店という名称

では、厚生年金保険の適用事業所は見当たらない上、Ａ社における申立人に係

る健康保険厚生年金保険被保険者原票を見ると、昭和 49年 11月１日付けで厚

生年金保険の被保険者資格を取得しているものの、同年 12月 12日にその資格

を取り消されている記載が認められ、雇用保険の加入記録も同年 11 月１日に

被保険者資格を取得し、同年 12月 10日に離職した記録となっている。 

また、Ａ社において経理事務を担当していた上記社員によると、Ｂ店には、

オープン当初に正社員と思われる男性社員が４人か５人いたが、他の女性はす

べてパートだったと供述している上、同社員及び申立人が記憶するＢ店の男性

社員の名前が、申立期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票に見

当たらないことから、同社は、Ｂ店の社員を厚生年金保険に加入させていなか

ったものと推測される。 

さらに、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の

事業主も死亡しているため、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除

等について確認できない上、ほかに申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 1739 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 27年 12月 17日から 28年２月２日まで 

    私は、昭和 19 年６月１日にＡ社に入社し、41 年８月 21 日に退職するま

で、正社員として仕事をしていたが、途中退職したことも無いにもかかわ

らず、申立期間の厚生年金保険の記録が無く納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び同僚の供述により、申立人が申立期間において申立

事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

申立人と同様に、厚生年金保険の被保険者資格を昭和 27 年 12 月 17 日に喪失

した後、28年２月２日に再取得している者が少なくとも 21人は確認できる上、

このうちの３人は、「申立期間において、一時休業かストライキによる従業員

の一時解雇が行われた。」と供述し、また、申立事業所の申立期間当時の経営

管理担当者も、「申立人のことは覚えているが、工場では、当時、ストライキ

をして従業員に給料が支払われなかったことがあった。」と供述していること

から、申立人が申立期間において、厚生年金保険に未加入となっていることは

不自然ではない。 

また、申立事業所の被保険者原票によれば、申立期間において健康保険証の

整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらない上、申立事業所は平成 15

年 12 月 1 日に解散し、事業主の所在が不明のため、申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

さらに、申立人は、申立期間において給与から厚生年金保険料を控除されて

いたかどうか覚えていないとしており、ほかに申立人が申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資

料、周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 1740 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 53年９月１日から 55年２月 29日まで 

私は、申立期間に、Ａ事業所のＢ部門でパートのＣ職として週６日、８時

30分から 12時 30分まで勤務していた。申立期間の前にＡ事業所にパート

Ｃ職として二度勤務した期間の厚生年金保険の記録はあるのに、申立期間の

記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶する同僚の供述から、勤務期間は特定できないものの、申立人

が申立事業所の業務に関与していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人は、申立期間当時の勤務状況について、「週６日勤務

で、１日当たり４時間勤務であった。」としていることから、短時間勤務のた

め、厚生年金保険の被保険者としての要件を満たしていなかったものと考えら

れる上、申立事業所が保管する給与台帳によれば、申立人が申立期間前に申立

事業所に二度勤務し厚生年金保険の加入記録のある期間の勤務時間は、それぞ

れ６時間 30分及び５時間であったことが確認できる。 

また、申立事業所が保管する申立期間当時の給与台帳には、申立人の名前は

見当たらない上、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より控除されていたと認めることはできない。  

 


